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Ⅰ はじめに 
 
 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分，宮城県三陸沖を震
源とする東北地方太平洋沖地震 1）が発生した．この
地震による被害は，太平洋側を中心とした東日本の
広い範囲に及んだことから「東日本大震災」と総称
され，平成の大災害の一つとして，日本中を震撼さ
せた．特に宮城県内で震度 7 という激震を記録し，
関東から東北に至るまでの沿岸地域には，巨大津波
が襲来し，壊滅的な被害が出た．さらに，この地震
では，福島県内にある東京電力福島第一原子力発電
所が津波で被災し，発電施設を冷却するための電力
を喪失したため，一時的に原子炉が制御不可能にな
るという重大な事故が発生した．この事故では，複
数の機で原子炉を覆う建屋に充満した水素が爆発，
建屋を破壊し大量の放射性物質が飛散したため，周
辺地域が汚染された． 
 
 
第 1図 大熊町内の帰還困難区域の看板（2018 年 5 月） 
 
 この事故によって，周辺自治体は緊急避難や役場
移転・学校移転など，非常に困難な状況に置かれた．
また，住民の避難生活は長期に及び，地震から 8 年
が経過した 2019 年 3 月現在も帰還困難区域（第 1
図，以下本稿で掲載する写真はすべて筆者撮影）は
存在し，なお多くの方々が故郷に帰ることができず
避難先での生活を送っている．また，避難指示が解
除になった地域においても，避難生活が長期化した
ことや放射線への不安などから帰還する住民は少な
く，周辺自治体は復興に向けて多くの課題を抱えて
いる． 
 そこで，福島県浜通り地方を対象として，原発事
故による避難・帰還・復興の調査を行うことにした．
とくに原発事故による避難の実態や現在の状況，そ
してこれからの展望を自分なりに理解することを第
一歩とした．具体的には，原発周辺自治体でもある
双葉郡富岡町を中心に複数の方々に聞き取り調査を
実施したほか，富岡町内を可能な限り歩き，その様
子を観察した．本報告では，現地で様々な方々から
教えていただいた被害・避難の実態，そして現在の
状況を報告し，自分なりの考察を行いたい． 
 余談ではあるが，筆者自身，幼少期に今回の調査
対象地である浜通り地方に季節毎に通っていた経験
があり，その経験が今回の調査のテーマ設定や調査
地設定を後押ししたことは言うまでもない． 
 
Ⅱ 原発事故後の浜通り 
 
１．浜通り地方・相双地域・双葉郡/相馬郡 
 富岡町を含む福島県の太平洋側一帯には，そのス
ケールや分け方の違いから，地域のまとまりを指す
語が複数存在する（第 2 図）．まず，最も広く知られ
ている呼称は，「浜通り地方」である．「浜通り」と
は，東西に広い福島県を地理的位置によって西から
順に会津（主要都市は会津若松市）・中通り（主要都
市は福島市・郡山市）・浜通り（主要都市はいわき市）
の 3 地方 2）に分けたときに，阿武隈高地より東側の
太平洋沿岸地域を全域的に指す呼称である．浜通り
は，沿岸地域であることから，内陸の中通り・会津
に比べて降雪量や積雪量が少なく，東北地方の中で
は温暖であるという気候的特徴がある．また，浜通
りと中通りは，その名のとおり古代から現代に至る
まで国の中央と東北を結ぶ重要な街道すなわち「通
り」としての役割を果たし続けており，東北への重
要な文化の通り道であると共に，現代では東北圏と
関東圏の文化の結節点でもある． 
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第 2図 浜通り地方・相双地域・双葉郡の関係 
注）網掛け部分が福島県双葉郡． 
 
 特に浜通り地方は，南から「いわき」・「双葉」・「相
馬」の 3 つの地域に分けられる．そして，相馬地域
（相馬市，南相馬市，飯舘村，新地町）と双葉北部
地域（富岡町の北端に位置する夜ノ森以北の双葉郡，
後掲の第 15 図参照）で構成される「浜通り北部」は
東北最大の都市圏である仙台都市圏の性質を持ち，
反対にいわき地域（いわき市）と双葉南部地域（夜
ノ森以南の双葉郡）で構成される「浜通り南部」は
いわき都市圏としての性質を持つ．いわき市は，東
北で最も関東圏に近い都市であり，かつては関東地
方への石炭輸送を主な目的として茨城県北部から福
島県浜通り南部までの範囲で開設された「常磐炭田」
と共に本格的な開発・都市化がなされた．つまり，
いわき市やその都市圏の一部である「浜通り南部」
は，関東地方にエネルギーを供給する拠点として発
展してきた歴史がある 3）．このことは先の事故を起
こした福島第一原発をはじめとした浜通り南部の発
電施設が全て東京電力の管轄であり，関東圏に電力
を供給している 4）という点とも一致する．これらの
ことから，一口に浜通りと言っても，北部は仙台都
市圏との結びつきがあり，南部は関東との結びつき
があるため，政治・文化的に一地域として括ること
は容易ではないとされている． 
 浜通りの中部では，富岡町をはじめとする原発周
辺自治体の多くが「双葉郡」に属している．この「双
葉」という地名は，律令時より現在の大熊町以北～
浪江町以南に存在した「標葉」と，現在の大熊町以
南に存在していた「岩城郡」の中の「楢葉」という
地名 5）を合わせて，1896 年に標葉・楢葉の両者を合
併する際，2 つの「葉」の郡ということで「双葉郡」
と名付けられたことによる．双葉郡は，南から順に
広野町・楢葉町・富岡町・大熊町・双葉町・浪江町
の 6 つの沿岸市町村と川内村・葛尾村の 2 つの内陸
村を合わせた 2 村 6 町で構成される． 
 さらに，この地域には「相双」地域という呼称も
ある．範囲に厳密な定義があるわけではないが，そ
の字が示すように「相馬」と「双葉」を合わせて呼
ぶときに使われる．先に述べたように，浜通りには
いわき・双葉・相馬の 3 地域が存在し，いわきと双
葉南部（浜通り南部）はいわき市や関東地方と繋が
りがあり，対する双葉北部と相馬（浜通り北部）は
仙台市に繋がりがあるということを考えると，なぜ
相馬と双葉で 1 つに括るのかという問題は，大変興
味深い 6）．ただし，このことに関しては実際に現地
で聞き取りをしたわけではないので，詳細は割愛す
る． 
 このように，本地域は歴史的経緯，自然環境，文
化圏，経済圏をもとに様々に地域区分され，それら
が複雑につながりあって形成されている地域である
と考えられる． 
 
２．震災後の動向 
 津波によって青森県から千葉県までの沿岸部の広
い範囲で津波による壊滅的な被害が出たが，福島県
の沿岸地域では津波被害に加えて原子力発電所事故
の影響を受け，原発周辺自治体では大規模な住民避
難が行われた．ここでは，富岡町を含む浜通りの自
治体が震災以降どのような経緯で避難を行ったか，
また現在はどのようになっているのかを記述するた
め，富岡のみに限定せず原発事故関連の周辺自治体
の動向を総括的に報告する． 
 震災後に避難指示が出された範囲は，避難指示や
解除，そして区域分けを繰り返しているため，状況
は常に変化し続け，その変化の過程は非常に複雑で
ある．そのため，本報告では原発事故によって住民
避難が行われた（現在解除されたものも含む），田村
市と双葉郡広野町・楢葉町・富岡町・大熊町・双葉
町・川内村・浪江町・葛尾村，南相馬市，相馬郡飯
舘村，伊達郡川俣町の 12 自治体を避難時期や範囲
によらず「原発被災市町村」と呼ぶ 7）．そして，時
系列に従って避難に関する区域分けの変化を追う． 
 事故直後では，避難指示区域の決定基準は基本的
に福島第一原子力発電所からの距離に依拠していた
（第 1 表，第 3 図）．すなわち，3 月 11 日には 3km
圏が避難指示区域，3～10km圏が屋内退避指示区域，
3 月 12 日には 20km 圏が避難指示区域，3 月 15 日に
は 20km 圏が避難指示区域，20～30km 圏が屋内退避
指示区域となったが，一日のうちでも細かく変更に
なった． 
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第 1表 震災直後の避難指示と屋内退避指示の変遷 
 
  時間 原発 事項 発令機関 備考 
2011 年 
3 月 11 日 
14 時 46 分  地震発生   
19 時 03 分 第一 原子力緊急事態宣言発令   
20 時 50 分 第一 半径 2km 圏内に避難指示 県  
21 時 23 分 第一 半径 3km 圏内に避難指示 国  
第一 半径 10km 圏内に屋内退避指示 国 第 3 図 a 参照 
2011 年 
3 月 12 日 
5 時 44 分 第一 半径 10km 圏内に避難指示 国  
7 時 45 分 第二 原子力緊急事態宣言発令   
第二 半径 3km 圏内に避難指示 国  
第二 半径 10km 圏内に屋内退避指示 国  
17 時 39 分 第二 半径 10km 圏内に避難指示 国 同年 4 月 1 日に半径 8km 圏内に変更 
18 時 25 分 第一 半径 20km 圏内に避難指示 国 第 3 図 b 参照 
2011 年 
3 月 15 日 
11 時 00 分 第一 半径 20～30km 圏内に屋内退避指示 国 第 3 図 c 参照 
注）表作成にあたり，『原発避難白書』（2015 年）と「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/」を参考
にした． 
 
 
第 2表 2011 年 4 月 22 日の区域分け 
 
  範囲 説明 
警戒区域 
第 1 原発から 20km 圏内 避難対象・原則立ち入り禁止 
富岡町，大熊町，双葉町のそれぞれ全域，田村市，南相馬市，楢葉町，川内村，浪江町，
葛尾村のそれぞれ一部 
計画的避難区域 
事故後 1 年間の被ばく線量の合計（積算
線量）が 20 ミリシーベルトの区域で，
第 1 原発から 20km 圏外の区域 
避難対象 
浪江町，葛尾村の警戒区域を除いた区域，飯舘村全域，南相馬市の警戒区域を除いた一部，
川俣町の一部 
緊急時避難準備区域 
第 1 原発から 20～30km 圏内 緊急時のみ屋内退避か避難 
広野町・楢葉町・川内村，および田村市と南相馬市の一部のうち，福島第一原子力発電所
から半径 20km 圏外の地域 
注）表作成にあたり，『原発避難白書』（2015 年）と「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/」を参考
にした． 
 
 
第 3表 2012 年 4 月 1 日以降の区域分け 
 
  説明 自由な立入 通過 一時帰宅 宿泊 
帰還困難区域 
2012 年 3 月時点で年間積算量が 50 ミリシ
ーベルトを超えて，事故後 6 年間で年間積
算線量が 20 ミリシーベルトを下回らない
おそれがある区域 
× △ △ × 
居住制限区域 
2012 年 3 月時点で年間積算線量が 20 ミリ
シーベルトを超えるおそれがある区域 
〇 〇 〇 △ 
避難指示解除準備区域 
2012 年 3 月時点で年間積算線量が 20 ミリ
シーベルト以下になることが確実と確認さ
れた区域 
〇 〇 〇 △ 
注）×：不可能 ○：可能 △：一部制限あり． 
注）帰還困難区域内は原則立ち入り禁止なので自由な通過はできないが，区域内を通る国道 6 号線など，例外的に通行が認められ
ている幹線道路も存在する．しかし，通行は自動車に限られ，二輪車・歩行者は通行不可． 
注）表作成にあたり，『原発避難白書』（2015 年）と「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/」を参考
にした． 
 
－82－ 
 
  
 
  
         a.3月 11日の状況                   b.3月 12日の状況                  c.3月 15日の状況 
第 3図 震災直後の避難指示区域と屋内退避指示区域の変遷 
注）a，b，c は，いずれも「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.jp/site/portal/」の地図より． 
 
 
    
  第 4図 1 度目の区域分け（2011 年 4 月 22 日）     第 5図 2 度目の区域分け（2012 年 4 月 1 日～） 
 
 
 
 
 
 
 
 
注）「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.
jp/site/portal/」の地図に筆者が加筆をした． 
注）2 度目の区域分けは一斉ではなく，自治体毎に段階的に
行われた．富岡町は 2013 年 3 月 25 日に区域見直しがな
された．すべての自治体で 2 度目の区域分けが完了した
のは 2013 年 8 月 8 日であり，その時点の状況をこの地図
は示している． 
注）「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.
jp/site/portal/」の地図に，筆者が加筆をした． 
注）福島第一原発 20km圏内の海上も警戒区域に含まれる．
なお，この区域分けによって，新規の警戒区域がそれ以前
からの避難指示区域と重複することになった． 
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 その後，外に漏れた放射性物質の量が分かるよう
になったため，2011 年 4 月 22 日からは，福島第一
原発からの距離に加えて，国際的な緊急時の被曝量
の基準値（年間 20～100 ミリシーベルト）も踏まえ
ながら，3 つの避難区域（警戒区域・計画的避難区
域・緊急時避難準備区域）に区域分けされた（第 2
表，第 4 図）． 
 さらに，2011 年 9 月 30 日には緊急時避難準備区
域が解除された．また，2012 年 4 月 1 日に警戒区域
と計画的避難区域の一部は，除染の進捗・放射線の
年間積算線量の状況に応じて 3 つの区域（帰還困難
区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域）に再
編された（第 3 表，第 5 図）．その際，再編されなか
った警戒区域と計画的避難区域も，段階的に帰還困
難区域・居住制限区域・避難指示解除準備区域のど
れかに再編されていき，2013 年 8 月 8 日にはすべて
の警戒区域と計画的避難区域が解除になった． 
 そして，2014 年 4 月１日には避難指示解除準備区
域の解除が始まり，時間の経過とともに避難指示が
解除される区域が増え，居住制限区域から避難指示
解除準備区域へ変更される区域も生じた．2017 年 4
月 1 日以降は，大熊町の一部だけに居住制限区域と
避難指示解除準備区域が残っている（第 6 図）． 
 
 
第 6図 2017 年 4 月 1 日からの避難指示区域 
注）「ふくしま復興ステーション http://www.pref.fukushima.lg.jp/
site/portal/」の地図に筆者が加筆をした． 
注）2019 年 3 月現在，この区域分けが継続している． 
 
 2019 年 3 月現在，立ち入りが制限されている地域
（帰還困難区域）は，富岡町・大熊町・双葉町・浪
江町・葛尾村・飯舘村・南相馬市のそれぞれの一部
となっている（第 6 図）．それ以外の地域では，避難
指示が解除されている．また同じく 2019 年 3 月現
在，原発被災市町村の自治体のうち現在も役場機能
を移転しているのは大熊町・双葉町であり 8），両者
は福島第一原発立地自治体でもある． 
 
Ⅲ 調査の目的・概要と調査地 
 
１．調査の目的 
 これまで述べてきたように，原発被災市町村では
かつて国内では経験がない規模での住民避難が行わ
れてきた．しかし，時間の経過と共に段階的に避難
指示は解除され，現在では帰還困難区域に指定され
ている富岡町・大熊町・浪江町・飯舘村の一部と双
葉町を残し，それ以外の地域では本格的な住民の帰
還が始まっている．一方で，帰還困難区域の多くの
場所では近年中の解除の予定がなく，今後 10 年以
上帰還の目処が立たない地域も存在する．Ⅱ-1.で説
明したように，この地域は元 「々浜通り」「相双」な
ど，様々なスケールの文化が複雑に絡み合う地域で
あるがゆえに，住民の生活圏や行政区の中に区域の
線引きがなされたことが原発被災市町村の中で場所
ごとに帰還や復興の進捗の差を生み，行政区や市町
村，地域などの様々なスケールの集合体の分断を招
いている．特に，賠償金や支援の差をめぐる問題は
非常に繊細な問題であって，時に被災者を追い詰め
る結果となっている． 
 そのような中で，今回は浜通りの多くの市町村の
中から双葉郡富岡町に着目し，調査を行った．その
理由は三点ある． 
 第一に，富岡町は他の周辺市町村と比較しても面
積が小さい方であるにもかかわらず，帰還困難区域
と避難指示が解除された地域が同時に存在し，特に
解除された地域が帰還困難区域よりも広いからであ
る．1 つの小さな自治体でありながら，大部分で帰
還が開始され，一方で，この先数 10 年以上帰還でき
ない地域が存在する．特に富岡町の場合，解除地域
は現段階で人が居住できる場所のうち，比較的第一
原発に近い場所であることから，帰還困難区域の除
染や原子力発電所の作業の拠点となっており，鉄道・
学校・病院・スーパーなどの施設が再開し，住居も
次第に増加している．一方で帰還困難区域は，除染
作業こそ始まれどほとんど手付かずの状態で，その
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差は顕著である．このように元々一つのまとまりで
あった地域が「区域」の線引きによって分断され，
それぞれが全く異なる道を歩むこととなった意味を
考えなくてはならない． 
 第二に，町の一部の帰還及び役場の帰還と鉄道の
再開が始まった時期が 2017 年，学校の再開が 2018
年 4 月というように，町の機能の再開が行われてま
だ間もない自治体だからである．原発被災市町村の
多くは帰還が開始されたとはいえ，震災から 6 年以
上全く人が入れなくなっていた地域である．このよ
うな地域の動向を研究するには，可能な限り長期的
な調査が必要であると考える．そのような中で，帰
還開始からの動向を追うためには，近年に避難解除
がなされたという点は非常に重要なポイントと考え
る． 
 第三に，富岡町からの避難者は郡山市といわき市
に大きく二分されているからである．震災直後の流
れで多くの住民が一旦中通り（主に郡山市）に避難
し，また役場も郡山市に置かれた．ところが，実際
の住民は避難先に馴染むことができる人ばかりでは
なく，浜通り（故郷）から中通り（避難先）への環
境変化に適応できず，最終的に浜通りにあるいわき
市への避難者の方が多くなったと言われている．こ
こでも，富岡町民という一つのコミュニティーが，
避難によって分断されている様子が分かる．なお，
役場や学校などをいわき市に開設しようという議論
もかつては存在したが，実現されることはなく 9），
富岡町は本庁に帰還するまでの間，あくまで行政の
中心を郡山市に置いていた． 
 今回の調査では，「地域」という視点で見た時に，
富岡町において原発災害による避難がどのような変
化を与えたのかを検討した．その手段として，町民
や関係者への聞き取りを試み，さらに復興庁・富岡
町によって実施された町民対象の「住民意向調査」
の集計データをもとに，震災発生時から現在に至る
までの避難に関わる推移を時系列的に分析した．そ
の際，特に避難先に着目し，いわき市（浜通り）・郡
山市（中通り）の両避難先にどのような違いが見出
せるかを検討した．また，そもそも町民の帰還はど
のようなプロセスによるものなのか，避難先がどこ
かということによってその傾向は異なるのかなども
考察し，最終的には今後さらに加速するであろう帰
還（政策）が，本地域にどのような変化をもたらす
のかという問題に繋げていきたい．そして将来的に
は，富岡町のみならず浜通り全体の地域構造と復興
（帰還）との関わりを把握したい． 
２．調査の概要 
 調査は，2018 年 5 月に郡山市内の富岡町役場出張
所や事故後の一時避難先となった「ビッグパレット
ふくしま」（以後ビッグパレットと記す），富岡町立
学校の分校が開設された三春町，富岡町を予備調査
として訪問し，2018 年 8 月と 11 月に富岡町におい
て聞き取りと町内主要箇所を歩いての観察を行った．
なお，8 月には郡山市も訪れた． 
 8 月の調査では，主に「教育」と避難に着目した．
なぜならば，町民の帰還を考えた場合，その要因の
一つに学校再開が重要な役割を果たすと考えたから
である．聞き取りは，三年前まで富岡町立富岡第一
中学校校長に就任されていた吉田隆見先生（震災時
は広野町立広野中学校校長），現在富岡第一小学校校
長の岩崎秀一先生（震災時は富岡町立富岡第二小学
校教頭）にお願いし，さらに富岡町役場の畠山信也
さんに町の様子や避難・帰還などについて町全体に
関わる話を伺った．なお，吉田先生は，震災時双葉
町在宅であり，現在も自宅が帰還困難区域にあたる
ことから，郡山市に在住している．そのため，吉田
先生への聞き取りは郡山市で行った． 
 11 月の調査では，主に富岡町の様子を観察し，富
岡町内で開業している富岡ホテルに宿泊，そして富
岡ホテル社長の渡辺吏さんからホテル開業の経緯，
住民の避難，そして町の様子について伺った．さら
に，8 月の調査時に情報を得た大熊町の東京電力作
業員の寮（通称「tepco ヒルズ」）や，その中にある
東京電力関係者のための食堂（大熊食堂），汚染物処
理の詳細を展示した資料館（リプルン福島）の見学
なども行った．なお町内観察では，8 月に行くこと
のできなかった海岸方面や富岡港へも足を運んだ． 
 
３．富岡町と原発事故 
 富岡町は双葉郡に属し，南は楢葉町，北は大熊町，
西は川内村にそれぞれ接しており，町の東側は太平
洋に面している．面積は，約 68km2で，町の西部の
多くは山地である．また，いわき市から北に約 36km，
仙台市から南に約 105km である．町の主要な交通は，
JR 常磐線・国道 6 号線・常磐自動車道がそれぞれ南
北に通っており，南はいわき・東京方面へ，北は相
馬・仙台方面へ繋がっている． 
 富岡町は全域が福島第一原発から 20km 圏内にあ
り，東京電力福島第二原子力発電所の立地自治体で
もあるために，2011 年 3 月 11 日の東日本大震災で
被災し，沿岸部では津波被害を受け，加えて福島第
一原発の事故により原発被災市町村となった．富岡
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町は福島第一原発から南に 6～10km に位置してい
るため，事故後に全町避難が行われた． 
 2011 年 3 月 12 日 5 時 44分に発令された福島第一
原発 10km 圏内の避難指示により多数の住民が川内
村へ避難を開始した．その後，同日 15 時 36 分に福
島第一原発一号機が水素爆発，18 時 25 分に 20km 圏
内に避難指示が発令されたことから，川内村民と共
にさらに西の郡山市に避難を開始した．ここまでの
避難の過程で，独自に町外に住む家族や親戚などの
身寄りを頼って全国に避難した町民も少なくないが，
そうでない町民へは，郡山市内のビッグパレットが
避難所として解放された．富岡町役場も一時的にビ
ッグパレット内に置かれた（その後，第 7 図のよう
に，2011 年 12 月に郡山市内の事務所に移転）． 
 4 月 22 日には，避難指示区域の区域分け（第 4 図
参照）によって，第一原発から 20km 圏内が警戒区
域となり，富岡町は全域で強制避難・原則立ち入り
禁止の状態になった．このことで町民の長期に渡る
避難生活が確定した．さらに，2012年4月1日以降，
自治体ごとに順に 2 度目の区域分けが開始され，既
存の警戒区域・計画的避難区域が帰還困難区域・居
住制限区域・避難指示解除準備区域の 3 つに再編さ
れたが，富岡町は 2013 年 3 月 25 日に 3 分割された
（第 5 図参照）．町内で最も第一原発に近い北側（夜
ノ森地区など）が帰還困難区域に指定され，役場な
どが置かれた町の中央部は居住制限区域に，町の南
側（富岡地区など）や津波被害のあった南部の沿岸
部は避難指示解除準備区域となった． 
 
 
第 7図 富岡町役場郡山事務所（2018 年 5 月） 
 
 富岡町では，2017 年 4 月 1 日に帰還困難区域以外
が全て解除になり，役場の帰還，鉄道の再開など帰
還が本格化された．現在は，町の北東の約 8km2が引
き続き帰還困難区域に指定されている（第 6 図参照）．
帰還困難区域は厳重な警備とバリケードによって立
ち入りが制限されているが，区域内を通る国道 6 号
線は，自動車の通行のみ例外的に許可されている（歩
行者・二輪車は通行不可）． 
 また，東京と仙台（岩沼）を結ぶ JR 常磐線は，富
岡町・大熊町・双葉町内で帰還困難区域を通過する
ため，富岡駅と浪江駅間で運転を見合わせており，
富岡駅が東京方面からの列車の事実上の北の終点と
なっている．運転見合わせ区間は代行バスが運行さ
れているが，途中駅の夜ノ森駅（富岡町）・大野駅（大
熊町）・双葉駅（双葉町）の 3 駅は休止扱いのため通
過する．震災前には東京（上野駅）と仙台駅を結ぶ
「特急スーパーひたち」が運行されており，関東圏
からも直接現地にアクセスすることができたが，現
在は「特急ひたち」と改められ，品川～いわき間に
短縮された．基本的に富岡駅に来る列車はいわき始
発の普通列車で，朝晩は水戸からの列車も存在する．
一方，浪江以北では，浪江～仙台間を直接運行する
普通列車が 1 日 2 往復設定され，それ以外は原ノ町
駅（南相馬市）で乗り換えることで浪江～仙台間を
普通列車で移動することができる．なお，常磐線の
再開は 2020 年度を目処に進められている．帰還困
難区域内の駅の扱いについて JR からの公式発表は
ないが，現時点で夜ノ森駅や双葉駅で駅改良工事が
進められていることから，開通後は通常通り営業す
るものと考えられる． 
 
Ⅳ 学校の避難と再開 
 
 震災前の福島県富岡町には，富岡町立富岡幼稚園，
富岡町立富岡第一・第二小学校／中学校，福島県立
富岡高校，福島県立富岡養護学校の 7 つの公立教育
施設が存在した．現在，町立の幼稚園・小中学校は
町内と三春町（第 2 図参照）の分校で再開している．
富岡高校は震災後にサテライト校を開いて郡山市・
いわき市などで授業を行っていたが，その後新規募
集を停止し，現在は休校となっている．本報告のⅣ
では，主に震災から現在までの富岡町立小中学校の
動向，そしてそれらの分校が三春町にある経緯など
を，震災時広野中校長の吉田先生，震災時富岡二小
教頭の岩崎先生への聞き取り，および岩崎先生から
いただいた資料『東日本大震災・原子力発電所事故
に伴う学校の記録』をもとにまとめていく．なお，
この資料は，先生の手記・日記的な記述もあり，学
校の公的な資料ではなく，先生ご自身による資料と
考えられる． 
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 震災前，2 つの小学校は学区域ごとに置かれてい
て，富岡第一小学校は主に富岡の生徒が，富岡第二
小学校には主に夜ノ森の生徒が通っていたという．
しかし，震災によって町内全域が警戒区域に指定さ
れたことにより，学校が運営できなくなり，その後
一旦三春の工場跡地を改造し学校を再開，さらにそ
の後帰還困難区域を除いて避難指示が解除されたこ
とから，2018 年 4 月より富岡町内の元富岡第一中学
校の校舎で，幼稚園・小学校・中学校を再開した．
その際，三春の校舎も残し，そこでも教育活動がで
きるようになっている．つまり，現在は富岡町と三
春町の両方に富岡町立の学校が存在する．注意しな
ければならないのは，富岡校が再開する際に三春校
を富岡第二小・中学校，富岡校を富岡第一小・中学
校としたが，これは震災前の学区域による分け方と
は一切関係ないということである． 
 
１．震災 
 震災時岩崎先生は，富岡第二小学校の教頭だった．
富岡二小は内陸に位置し，津波の被害はなかった 10）．
町内全域に大津波警報が発令されたことから，高台
にある富岡二小は住民の避難所として解放された．
児童の大半が，迎えに来た保護者によって引き取ら
れたが，保護者が東京電力に勤めている児童に関し
ては，すぐに迎えが来ない場合もあったという． 
 翌日になると，役場広報車と消防団によって原発
が非常事態であることが通知され，富岡二小避難所
から西の川内村へ避難した．避難場所については，
「とにかく西に」との指示があった．当時，町民の
多くが原発事故をそこまで深刻なものと考えず，ま
たすぐに戻ってこられるだろうという感覚であった
ため，着のみ着のままの避難だったという． 
 その様子について，岩崎先生は次のように話して
いる．「スクラム」とは原子炉が緊急停止する状態を
意味している． 
 
多くの人が，「スクラムしたなら大丈夫だ」と考えて
いました． 
 
 また，川内村へ住民を送り出し，富岡二小の避難
所の戸締めをした時のことについては，次のように
語っている． 
 
震災が金曜日だったでしょう，だから校舎を施錠し
ながら役場の職員と笑いながら話したんです．「片付
けは戻ってきてからですね」と．それから 7 年…で
す． 
 川内村への避難は，町民が一斉に車に乗って西へ
進んだため道路の大渋滞が発生し，普段なら数十分
で到着するところが 3 時間近くかかった．そしてそ
の日の 15 時 36 分に福島第一原発 1 号機で水素爆発
が起きた． 
 一方，吉田先生は震災時広野町立広野中学校校長
であった．広野中では，3 月 11 日は卒業式の日であ
った．午前中に卒業式が終わり，午後は 14 時から不
登校生徒向けのミニ卒業式が開催された．ちょうど
それが終わった頃に地震が発生，当時まだ学校には
約 70 人の生徒がいたが，こちらも富岡二小と同様
に校舎が高台にあることから，津波の難を逃れ，生
徒は全員無事だった．体育館が生徒の待機場所兼住
民避難所として解放されたが，暖房の設備がなかっ
たことから，後に周辺の集会所へと移動し，そこで
保護者の迎えを待った．最後の生徒を受け渡したの
が 22 時過ぎで，吉田先生ご自身が双葉の自宅に帰
宅したのは，翌日の午前 1 時だった． 
 12 日の早朝から避難指示が出たため，朝 7 時 30
分に移動を開始した．その時の避難の様子は，富岡
同様，多くの人が長引く避難とは考えず，常備薬を
持たずに家を出た方もいたという． 
 
２．避難先 
 震災から三春での学校再開までの 5 ヶ月強は，富
岡の児童・生徒は富岡町立の学校に通うことができ
なかったため，避難先の学校に通った．その際，郡
山市のビッグパレットからは専用バスによって 40
〜50 人の子供達が郡山市内に通学したという． 
 避難所での生活は，非常に困難なものであり（後
述），仕事やお金のことなど先行きが見えないことに
対する被災者のストレスは増大し，成人同士の飲酒
によるトラブルも続出した．そのため，教員はまず
大人のケアにあたるため，分担して避難所を回り，
保護者の話を聞くなどの活動を行った． 
 また，多くの子供達は避難先の学校に次第に馴染
んでいったが，なかには上手に馴染めず，場合によ
ってはいじめを受けるなどして，不登校になってし
まう生徒・児童もいた．そのような事態に対して，
教員が避難先の学校を訪問し，面談などを行ったり
した． 
 
３．三春町の校舎での再開 
 避難先に馴染めず学校に通えなくなってしまった
子供達のために，富岡町立の学校再開が急がれた．
当初，役場や教育委員会が移転していた郡山市で学
－87－ 
 
校用地を探していたが，市内に廃校になった学校や
土地が無かったためなかなか決まらず，廃校舎など
の学校用の建物にこだわらない方針に切り替えた結
果，7 月に郡山近郊の三春町の「曙ブレーキ」工場
跡地を利用することに決まった．8 月 1 日に同年 4
月から延期されていた人事異動が行われ，岩崎先生
が富岡一小の校長となった（吉田先生は 2012 年に
富岡一中の校長に異動）．この日に学校設立準備委員
会が開かれ，9 月 1 日の学校再開が決定され，学籍
管理や工場跡地の改造などの準備が本格的に開始さ
れた．わずか 1 ヶ月強で学校再開を決定した理由に
は，先に述べたような避難生活へのストレスから不
登校になってしまった子供達を早く救いたいという
思いだったという．しかし，学校への帰還率は 5～
7%であり，非常に少なかった．逆にそれ以外の子供
達（大半）は，避難先でも順調に馴染んでいる場合
が多かったという． 
 三春町は郡山市の近郊に位置するので，郡山市に
避難している子供にとっては通うことができるが，
いわき市など郡山市以外に避難している子供は通学
できない．事実，三春校には郡山市からスクールバ
スが運行されている．なぜ，富岡町は郡山市近郊以
外の場所で学校を再開しなかったのか． 
 はじめは，郡山市同様多くの住民が避難したいわ
き市に学校を作って欲しいという声もあったという．
実際，いわき市も学校再開の候補地としてはあった．
しかしながら，役場機能・教育委員会などが郡山市
を拠点としたこと，いわき市内も土地がなかったこ
となどから，郡山市が第一候補となった． 
 なお，町民避難は，震災直後は郡山市が多かった
が，次第にいわき市の方が増えていったという．こ
のことについては，岩崎先生は以下のように話して
いる． 
 
はじめは，みんなで郡山市に避難して，郡山市には避
難を受け入れてもらって，大変お世話になった．だか
ら，次第にいわき市の方が避難者が増えてきたから
といって，やっぱり（学校も）いわきに移ります，と
は言えません． 
 
 また，吉田先生によると，いわきと三春の両方に
学校を作るとなると，どちらかを分校として置かな
ければならなく，教員数や生徒・児童数などの観点
から分校を置くのは現実的ではないため，それは県
教育委員会に認められないという． 
 三春校での学校再開は，予定どおり 9 月 1 日に行
われ，9月2日から本格的な教育活動が開始された． 
 
４．富岡町での学校再開とその意義 
 富岡一中の校舎を改造して，2018 年 4 月より富岡
幼稚園・小学校・中学校が再開された．中学校の校
舎を利用して 2 校 1 園が同じ校舎で教育活動が行わ
れている．なお，富岡一中の校舎の隣に位置する元
富岡一小の校舎は今のところ利用されていない．富
岡町の校舎へはいわき市からも通学可能であり，11
月の筆者の観察では，実際に駅に降り立つ小学生を
目にした．また，三春校は，2021 年度まで富岡校と
並行して教育活動を行い，その後は閉校となる予定
だという． 
 
第 4表 富岡町立学校の児童・生徒数の推移 
 
  
2010 年 
（震災前） 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 2018 年 
2019 年 
（見込み） 
校舎  三春校 三春校 富岡校 三春校 富岡校 
小学 1 年   4 0 3 0 2 3 3 1 2     
小学 2 年   2 7 0 3 0 2 3 3 1    
小学 3 年   9 4 7 0 3 0 2 3 3    
小学 4 年   3 9 4 7 0 3 0 2 2    
小学 5 年   4 8 9 4 7 0 3 0 1    
小学 6 年   7 10 8 10 5 7 0 3 4     
小学校合計 937 29 38 31 24 17 15 11 12 13 10 12 
中学 1 年   12 12 7 6 9 3 7 0 2    
中学 2 年   9 13 11 7 6 9 3 7 1    
中学 3 年   7 14 13 12 7 6 9 3 1    
中学校合計 550 28 39 31 25 22 18 19 10 4 10 8 
注）表作成にあたり，富岡インサイド（http://www.tomioka.jpn.org）に掲載されている数値と，河北新報 2019 年 1 月 6 日記事
（https://www.kahoku.co.jp/tohokunews/201901/20190106_63034.html）を参考にした． 
注）2019 年度のものは，河北新報記事による見込み値． 
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 しかし，2017 年の「富岡町住民意向調査」による
と，「お子様を連れて富岡町に戻りますか？」という
問いに対し，2%が「戻る」，87%が「戻らない」と回
答し，残りの 11%が「まだ判断できない」と回答し
た．そして，実際に 2018 年度の再開時の生徒数は，
小・中学校合わせて 17 名であった（第 4 表）．この
数値は，ほとんどの子供達が富岡町には戻らないこ
とを示しており，非常に厳しい状態である．その要
因は，放射線への不安や子供達の中でのコミュニテ
ィーの崩壊，避難先での新たな人間関係の構築（戻
っても友達がいない）など，様々考えられる．また，
同様のことは富岡町のみならず，他の原発被災市町
村全体においても言えるのではないか． 
 では，学校再開は意味をなさないものなのか．そ
のようなことは決してないと考える．なぜならば，
そもそも富岡町における学校再開は，前述した三春
町での再開同様，「避難生活へのストレスなどから不
登校になってしまった子供達を早く救いたいという
思い」が原動力になっているからである．また，岩
崎先生曰く，児童の中には学校の再開がきっかけと
なり，住居を富岡町内に探し，仕事を町内で探し，
帰還を決めるという流れもありうるとのことであっ
た．このように学校再開と帰還との関係は，数値上
でこそ大きくは現れないが，確かにあるものではな
いかと考えられる． 
 岩崎先生は，新しく始まった富岡の学校について，
「地域のコミュニティーの拠点となるような学校に
したい」と考えている．具体的には，子供だけが集
まる学校ではなく，近隣の住民も巻き込みながら教
育活動を行うことで，「多世代教育」の実現を目指す
という．これは，一度は失われてしまった地域のコ
ミュニティーを新たに作り上げていくため，多世代
で新たな「地域」を作るための拠点として学校を位
置づけているものと考察できる． 
 
５．県立富岡高校と県立ふたば未来学園高校 
 これまで富岡町立学校を見てきたが，先述の通り
富岡町内には県立高校も存在する．富岡町内にある
「富岡高校」である．富岡高校は帰還困難区域外に
位置するが，現在は募集が停止されているため，休
校となっている． 
 2004 年 9 月に財団法人日本サッカー協会（JFA）
から福島県に対して「公立学校と連携して，J ヴィレ
ッジを拠点に，サッカーのみならず，人間的な教育，
論理的思考，コミュニケーションスキル，IT，外国
語等総合的な教育を行い，日本サッカーのレベルア
ップと社会をリードしていく人材の育成を図る 11）」
という人材育成プログラムが提案されたことから，
富岡・楢葉・広野各町の教育委員会と各町立中学校，
県立富岡高校，福島県及び福島県教育委員会関係者
を構成員とする「双葉地区教育構想検討協議会」が
設置され，富岡第一中学校・富岡第二中学校・楢葉
中学校・広野中学校の 4 中学校と県立富岡高校が，
連携型中高一貫教育を実施する「双葉地区教育構想」
が策定・実施された．このことにより富岡高校は国
際・スポーツ科高校となった 12）． 
 ところが，震災による被害のため，富岡高校を含
む双葉郡内の高校がサテライト校を設置し各地に分
かれてしまった．富岡高校の再開の目途は立たず，
2015 年度から全ての募集を停止した．一方，双葉地
区教育長会が主催する「福島県双葉郡教育復興に関
する協議会」において，2013 年 7 月末に，県立中高
一貫校を設置し，「双葉郡ならではの魅力的な教育」
を柱とする「福島県双葉郡教育復興ビジョン」が決
定した．そして，2015 年に，双葉郡広野町に「県立
ふたば未来学園高校」が開校した．開校当初は高校
のみで，双葉郡内の中学校と連携型の中高一貫教育
が行われた．震災時広野中校長であった吉田先生に
よると，元々の広野中校舎を仮校舎として利用する
形でふたば未来学園高校が開校され，その際広野中
は，別の場所に移転しているという． 
 2019 年度から，ふたば未来学園高校は新築校舎に
移転し，「福島県双葉郡教育復興ビジョン」の計画通
り併設型（付属）の中高一貫教育が開始される．そ
の際は，付属のふたば未来学園中学校だけでなく，
これまで通り双葉郡内の中学校とも連携がなされる．
選抜要項を見ると，「連携選抜」枠があり，この枠は
現在の双葉郡内の中学生と「東日本大震災発生時に，
双葉郡内の小学校に在籍していたか双葉郡内に保護
者が居住していた」中学生が主な対象であることが
分かる．なお，新設のふたば未来学園中学校に入学
する際も，双葉郡内の小学校のための「双葉郡枠」
がある． 
 吉田先生によると，ふたば未来学園高校は震災前
の富岡高校の構想を引き継ぐような性質も持ってお
り，サッカー，バドミントン，野球，レスリングの
5 つの競技においてトップアスリートを育てるため
のカリキュラムも存在するという．このことから，
ふたば未来学園高校は，双葉郡内の高校教育の復興
と，元々双葉郡にあった特色ある教育の継承という
2 つの面を持つものと考察できる． 
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Ⅴ 住民の避難と帰還 
 
 原発被災市町村において，多くの住民が大規模か
つ長期間に及ぶ町外避難をしたことはこれまでに示
したとおりである．Ⅱ-2.で扱ったように，事故直後
の混乱の中，突然避難が開始され，そのまま数ヶ月
～数年間に渡る長期避難に移行した．仮に数日間の
避難であれば，多少無理があったとしてもやり過ご
すことができるが，今回はそうではなかった．しか
も，先行きが不透明なまま長期避難に移行していく
こととなったため，避難開始時は住民の多くが長期
避難になることは想定しておらず，「すぐ帰れるだろ
う」と考えていたこともあり，住民の混乱は次第に
不安や苛立ちへと変化していった．そのような中，
慣れない土地での急激な環境の変化によるストレス
が原因で様々なトラブルが発生，さらには災害関連
死（自死を含む）する被災者が後を絶たなかった．
今回の聞き取り調査においても，避難所となった郡
山市のビッグパレットでの避難生活の過酷さを聞く
こととなった． 
 特に里山や海岸線の景観が残る浜通りに住む人々
にとっては，避難先となった都市部での生活は，避
難所生活が終わり仮設住宅などに入居した後でさえ
も，慣れないものであったと推測される．このよう
な環境変化や，避難の長期化によって，住民の避難
生活は次第に多様化していった．多くの被災者が生
活基盤を新たに築いたり，地域外に住む身寄りの元
での生活を開始したり，比較的環境の変化の少ない
（と考えられる）浜通りへ移動したりすることで，
「地域」としてのコミュニティーは次第に希薄にな
っていったのではないか． 
 基本的に住民の避難は容易に括ったりまとめたり
できるものではない．なぜなら，多様化に多様化を
重ねる避難のパターンはその一つ一つが固有のもの
であるからである．そこで，本報告ではこの大前提
を理解した上で，多様化した避難において逆に何か
共通の部分はないのか，ということに着目した．今
回は富岡町民の「避難先」に着目し，住民意向調査
（復興庁アンケート）を用いて特に多くの住民が避
難した郡山市・いわき市の動向を時系列的に捉え，
可能な限り両市の比較をすることで，「どこに避難す
るか」ということが，その後の歩みにどのような影
響を及ぼすのかを考察したい． 
 
１．住民意向調査 
 復興庁は，県・自治体と共同で，原発被災市町村
を対象とした住民意向調査（復興庁アンケート）を
2012 年以降毎年実施している．このアンケートの結
果及び報告書は復興庁 HP13）に自治体別で掲載され
ている．今回はその中から，「富岡町住民意向調査」
に注目し，富岡町民がどこに避難・居住しているか
に関して，原発事故からこれまでの推移と現状を考
察する． 
 まず，各年の住民意向調査（復興庁アンケート）
の回収率が異なるため，考察が回収率に左右されな
いようにする．つまり，アンケート非回答者につい
ても，アンケート回答者と同様の結果が得られるも
のと仮定し，アンケート回答者ではなく，アンケー
ト対象者の数値を分析対象とする（第 5 表）． 
 「富岡町住民意向調査」は，第 1 回（2012 年 12 月
時点の状況）が 18 歳以上の全町民，第 2 回以降が世
帯の代表者を対象として行われている．そこで，数
値基準を揃えて年ごとの推移を見やすくするため，
次の 2 種類の方法で換算し，2012 年から 2018 年ま
で時系列的に比較できるようにした． 
 1 つめは，第 1 回結果を第 2 回以降と同様の世帯
の代表者数（世帯数）ベースの数値に変換する方法
である．全町民を対象に行われた第 1 回アンケート
では，回答者のうち 47.9%が世帯の代表者であると
答えている．そこで，第 1 回結果の実数値に世帯主
率の 47.9%をかけることにより，第 1 回結果を第 2
回以降の世帯数の数値と比較できるようにした． 
 2 つめは，反対に世帯の代表者数（世帯数）で集
計された 2012 年以降の値を全町民の値に変換し， 
 
第 5表 「富岡町住民意向調査」（復興庁アンケート）の基本データ 
 
  2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 
アンケート対象とされた世帯の代表者（人） 6,318 7,151 7,775 7,076 7,040 6,943 
アンケートに回答した世帯の代表者（人） 3,657 3,866 3,979 3,635 3,257 3,203 
回収率（%） 57.9 54.1 51.2 51.4 46.3 46.1 
注）「富岡町住民意向調査」によれば，2012 年ではアンケート回答者の 47.9%が世帯の代表者であると答えている．
したがって，アンケート対象の全町民 13,191 人に対して，アンケート回答者・非回答者に世帯の代表者であるこ
との比率に差がないと仮定すると，アンケート対象の世帯の代表者は 6,318 人であると推計できる．一方，2013 年
以降は，「住民意向調査」報告書に記されているアンケート対象の世帯の代表者の数値を挙げた． 
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第 8図 町の登録人口，推定町民数，世帯数の推移 
注）「富岡町住民意向調査」（復興庁アンケート）の結果をもと
に筆者が推計・グラフ化． 
 
第 1 回結果とそれ以降を比較できるようにする方法
である．こちらは，1 つめに比べ複雑な計算を行っ
た．まず，全ての年のアンケートに必ずある「現在，
何人で住んでいますか？」という質問の結果に着目
した．この質問の回答は，「1 人で住んでいる」～「8
人以上で住んでいる」が，それぞれ割合（%）で示さ
れているので，各回のアンケート対象数（回答世帯
数ではなく，対象世帯数の合計）にこの割合を掛け
て 14），2013 年以降で「1 人で住んでいる」～「8 人
以上で住んでいる」それぞれの形態の世帯数を求め
た（作業①）．次に，作業①の結果に各世帯の同居人
数をそれぞれ掛け，全ての家庭内人数を求めた（作
業②）．最後に，作業②で求めた答えを全て合計し，
その年の町民数を計算した（作業③）．例えば 2013
年の場合，2 人世帯だと答えているのは，アンケー
ト対象の全世帯数 7,146 に対して 31.2%であるので，
約 2,230 世帯が 2 人暮らしであることが分かる（作
業①）．したがって，2,230×2 をし，2 人暮らしの人
数が約 4,460 人と分かる．これと同じことを「8 人以
上」まで計算し（作業②），最後に全て足すことで，
2013 年の町民数を算出する（作業③）．この作業①
～③を 2013 年～2017 年についても行った．このよ
うにして求めた町民数は，アンケート結果から筆者
が独自に計算した推計値であるため，以後この数値
を「推定町民数」と呼び，町が公表している「登録
人口」と区別する．ちなみに，全町民対象に行われ
た第 1 回アンケート（2012 年）にも「現在，何人で
住んでいますか？」という質問の結果が集計されて
おり，前述の作業①～③をしてみたところ，答えは
16,289人となった．ところが，町が公表している2012
年の登録人口は 14,549 人であり，今回計算によって
求めた 2012 年の推定町民数の方が，町が公表して
いる登録人口より約 1,700 人多いことが分かる．こ
れは 2013 年以降についても同様である．この理由
については，今後の課題としたい． 
 さて，2012 年～2017 年の世帯数と推定町民数の
推移の 2 種類を第 8 図に示した．グラフから分かる
ように，世帯数と推定町民数はほとんど同じような
増減をしている．特に 2012 年から 2014 年までの間
で，世帯数も推定町民数も増加傾向にある．ところ
で，町による登録人口は，2012 年から 2017 年まで
著しい増減はなく，全体として徐々に減少する傾向
にあるので，推定町民数の増減傾向とは矛盾する．
しかし，世帯数については，人口の増減に依らず世
帯数のグラフのように増減する可能性がある．とい
うのも，人口が同一でも，元々1 つの世帯であった
ものが分散すれば，世帯数のみ増加することもあり
うるからである．特に震災後の 2012 年から 2014 年
までは，仮設住宅への入居や世帯内での分散避難な
どで，世帯数が増加することも考えられる．この点
についても，今後の課題としたい． 
  これ以降集計を行う際は，推定町民数にアンケー
ト結果の割合（%）を掛けたものと，世帯数にアン
ケート結果の割合（%）を掛けたもの，つまり人数
と世帯数の両面から，避難先居住地の推移を見てい
くこととする． 
 
２．いわき・郡山問題－避難の実態 
 岩崎先生の話にもあるように，避難の初期ではビ
ッグパッレットが避難所とされたこともあり，郡山
市内で生活を送る人が多かったと推測できる．その
後時が経つに連れ，仮設住宅や借り上げ住宅へ入居，
そして公営住宅などに入居するか帰還するかという
ように，避難は多様化していった．福島民報（2011
年 8 月 19 日）によれば，2011 年 3 月にビッグパレ
ットに避難したのは約 2,500 人であったとされ，そ
の数は次第に減少し，8 月 17 日時点では 152 人，そ
して 8 月 31 日には閉鎖されている．このことから，
5 ヶ月間で約 2,500 人が別の場所へ移動したことが
分かる．この 2,500 人がどこへ移動したのかという
問いが残るので，以下のように推量した． 
 ビッグパレットでは主に富岡町と川内村からの避
難者が生活していたとされるので，2011 年 3 月時点
にビッグパレットにいた 2,500 人全てを富岡町民・
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川内村民と仮定すれば，国勢調査による富岡（15,830
人）・川内（3,038 人）両自治体の当時の人口総計
18,868人の約13%がビッグパレットに避難したこと
になる．ビッグパレット避難者の富岡町民と川内町
民の比率は不明だが，仮に当時の両自治体の人口比
と同じだとすれば，5.2（富岡）：1（川内）である．
すなわち，約 2,170 人の富岡町民が震災直後にビッ
グパレットに避難したことになる．復興庁の第 1 回
アンケートによれば，2012 年 12 月時点で富岡町民
の 22.4%（約 1,710 人）が郡山市に居住している．ま
た，前述の岩崎先生や吉田先生の話に基づけば，避
難をした住民の多くが，2・3 日の短期避難と考えて
いたから，震災後に郡山市にいた富岡町民の多くが
一時避難場所としてビックパレットに避難していた
可能性がある．したがって，2011 年 3 月から 2012
年 12 月までの間に，少なくとも約 460 人が郡山市
外に移動したと推測できる． 
 第 6 回アンケート結果によると，富岡町からの避
難者は，2017年時点で浜通りに居住する人が42.7%，
中通りに居住する人が 27.7%となっており，富岡町
に居住する人は 2.6%である．このことから，富岡町
からの避難者は，2017 年時点で浜通りに居住してい
る人が最も多く，次いで中通りに居住している人が
多い．一方，第 1 回アンケート結果によると，避難
先居住地として最も多かったのは，いわき市の
35.2%で，2 位が郡山市の 22.4%，次が三春町・福島
市のともに 2.9%であるので，震災直後についても中
通りより浜通りに多く避難していたことが分かる．
また，浜通り・中通りの各地方の避難先はそれぞれ
いわき市・郡山市が圧倒的に多いことから，主要な
避難先としての浜通り（いわき）と中通り（郡山）
を比較することで，震災後から現在に至るまでの避
難先居住地にどのような変化があるのかということ
が分かり，避難と帰還の動向を追えるものと考えた． 
 住民意向調査（復興庁アンケート）では，避難先
居住地が 2016 年までは市町村別で集計されている
のに対し，2017 年以降は「浜通り」・「中通り」・「会
津」・「県外」の 4 つにまとめられている．そこで，
まず 2012 年～2016 年のいわき市と郡山市の推定町
民数での比較を行った（第 9 図）． 
 次に，2016 年以前と 2017 年以降でも比較できる
よう，2016 年以前の数値も「浜通り」・「中通り」・
「会津」・「県外」にまとめ，集計し直した．グラフ
作成にあたり，世帯数（第 10 図）と推定町民数（第
11 図）の 2 種類を作成した．その理由は，2018 年結
果の報告書がまだ公開されておらず，先行的に公開
された速報結果には世帯内人数の結果が記載されて
いなかったため，V-1.で説明した推定町民数の推計
ができなかったからである．つまり 2017 年～2018
年の推移を見るためには，現段階では世帯数比較で
しか方法がない．ただし，2012 年～2017 年では世帯
数の推移と推定町民数の推移がほぼ同一の増減をし
ているので，2017 年～2018 年でも世帯数と推定町
民数は同様の変化を示す可能性がある． 
 
 
第 9図 2012 年～2016 年の富岡町民のいわき市
と郡山市の推定町民数による居住地推移 
注）「富岡町住民意向調査」（復興庁アンケート）の結果をも
とに筆者が推計・グラフ化． 
 
 まず，第 9 図と第 11 図から，浜通り居住者合計と
いわき市居住者，中通り居住者合計と郡山市居住者
の推移がほぼ同じであるので，浜通りの主要避難先
はいわき市（浜通り合計の約 95%前後で推移），中通
りの主要避難先は郡山市（中通り合計の約 70%前後
で推移）であることが数値的に言える．また，全て
の年において，浜通りへの避難者数が中通りへの避
難者数を上回っていることも分かる．ただし，2014
年から 2017 年では，浜通りへの避難者数がほぼ横
ばいであるのに対し，中通りへの避難者数は年々減
少している．これらのことから，岩崎先生の，「最初
は住民の多くが郡山市に避難したが，次第にいわき
市に移っていった」ということが数値的にも示され
るのではないか．その要因としては，浜通りと中通
りの環境の違いが考えられる．最も大きな環境の違
いは，気候の違いである．一般に浜通りの冬は温暖
で夏は冷涼と言われている．反対に，中通りは内陸
に位置し，標高も浜通りより高いため，気温の年較
差が大きく，特に冬は降雪も多い．また，今回の聞
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き取りにおいて，どの人も必ず指摘していたように，
「時間の流れの違い」や「文化の違い」もあり，浜
通りの人が中通りに住む場合，居心地の悪さを感じ
る場合もあるようである． 
 浜通りについて，郡山市と富岡町の両方で生活を
送る岩崎先生は以下のように話している． 
 
浜（通り）に来ると匂いが違う．（未だ帰還困難区域
にある）家に時々行くと，放射線なんかもう関係ない
やと，まずは窓を開ける．海から入る風が最高でね． 
 
 次に，富岡町への帰還が開始された 2017 年～2018
年の推移に着目する．先述のように，2018 年の推定
町民数が不明のため，世帯数から考察した（第 10 図）．
2017 年から 2018 年までは，富岡町居住者以外は減
少傾向にある．特に県外居住者が大きく減少してい
るが，中通り居住者や浜通り居住者も減少傾向にあ
る．したがって，①県外から中通り・浜通り・富岡
町への移動，②中通り・浜通りから富岡町への移動，
③中通りから浜通りへの移動，などのパターンが混
在していると類推できる． 
 
第 10図 2012 年～2018 年の富岡町民の世帯数による居住地推移 
注）「富岡町住民意向調査」（復興庁アンケート）の結果をもとに筆者が推計・グラフ化． 
 
 
 
第 11図 2012 年～2017 年の富岡町民の推定町民数による居住地推移 
注）「富岡町住民意向調査」（復興庁アンケート）の結果をもとに筆者が推計・グラフ化． 
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 帰還意欲について，岩崎先生は，「元々富岡町にと
っていわき市は生活圏内だったから，いわきの人は
富岡に戻らないのではないか」と言っていた．確か
にいわき～富岡間は列車で 40 分くらいの距離で，
いわき市に住んでいても何かあれば富岡町に行くこ
とも可能である．そう考えると，郡山市をはじめと
する中通り居住者や県外居住者が富岡町に多く帰還
している可能性がある．しかし，このことについて
は住民意向調査（復興庁アンケート）の結果からだ
けでは明確に言えないので，帰還した人を対象とし
て今後独自にアンケートを行うなどの方法が必要で
あろう． 
 
３．高齢者の避難の動向 
 住民意向調査（復興庁アンケート）によれば，い
わき市と郡山市の違いは年齢構成や居住形態にもあ
る．そのことを高齢者に焦点を当てながら，「現在の
住居形態」というアンケート項目の結果から説明し
たい． 
 年齢別の住居形態を見ると，70 代以上は避難先地
域を問わず応急仮設住宅が多く，その中でも借り上
げ型よりプレハブ型に入居している割合が高い．つ
まり，応急仮設住宅（プレハブ）居住者の中で高齢
者の割合が高い．さらに，年ごとの推移では，応急
仮設住宅（プレハブ）の入居者は全体として年々減
少傾向にあるが，70 歳以上の割合は年々増加してい
る．これは，応急仮設住宅（プレハブ）は新たな生
活基盤が整った段階で退去することになっており，
退去する人は新規の生活基盤が確定した若年層であ
ると推測されるからである． 
 市町村別の住居形態では，2012 年時点で大玉村・
三春町避難者の 9 割，郡山市避難者の 8 割が応急仮
設住宅（プレハブ）に居住しており，同時に郡山市
では高齢者の割合が高く，郡山市郊外の大玉村や三
春町では高齢者率が群を抜いて高い．反対にいわき
市・福島市では，応急仮設住宅（プレハブ）居住者
の割合は 5～6 割程度で，福島市では若年層の割合
が高く，いわき市でも若年層の割合が多い． 
 以上から，避難者の高齢者率，応急仮設住宅（プ
レハブ）の入居者割合，応急仮設住宅（プレハブ）
の立地市町村という 3 つの関連性を分析することで，
高齢者の動向を追えるのではないかと考えられる． 
 まず，市町村別の応急仮設住宅（プレハブ）の入
居状況を知るために，福島県災害対策本部のデータ
ベース 15）を参照した．このデータベースをもとに，
入居戸数の推移をグラフにした（第 12 図）．郡山市
では 2015 年 1 月まで徐々に減少し，そこから急激
に減少している．対するいわき市は，2012 年 7～8 月
から急激に増加し，2012 年 12 月で最多となった．
そこから緩やかに減少するが，2015年10月を境に，
著しく減少した郡山市よりも相対的に多くなってい
る．このように応急仮設住宅（プレハブ）の入居戸
数の推移は，Ⅴ-2.で述べたような，当初は郡山市を
はじめとする中通りに多く避難し，環境などの要因
で次第にいわき市へ流出していったということに一
致する． 
 次に，住民意向調査（復興庁アンケート）の結果
より，いわき市・郡山市へのそれぞれ 70 歳以上の避
難者数と全避難市町村での 70 歳以上の応急仮設住
宅（プレハブ）居住者数をグラフ化した（第 13 図）．
 
第 12図 富岡町民の応急仮設住宅（プレハブ）入居戸数の推移 
 注）福島県災害対策本部の集計を元に筆者が作成した． 
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特に 2013 年から 2014 年へ，70 歳以上の郡山市避難
者は減少しているのに対し，70 歳以上のいわき市避
難者は増加傾向にある．この現象は，避難者全体の
推移でも読み取れたが，高齢層にも起きている．ま
た，2013 年～2014 年以前では，70 歳以上の郡山市
避難者と全地域での 70 歳以上の応急仮設住宅（プ
レハブ）居住者数は同じように減少しているので，
2014 年までは 70 歳以上の高齢者の多くが郡山市内
の応急仮設住宅（プレハブ）で生活し，順にいわき
市へ流出したと考えられる． 
 
 
第 13図 世帯代表者が 70 歳以上の富岡町民の応急
仮設住宅居住といわき・郡山両市居住の世帯数 
注）復興庁アンケートから筆者がグラフ化． 
 
 いわき市に流入後の住居については，有償の復興
公営住宅に入居するか，民間賃貸住宅や友人・知人
宅などに居住するなど，その形態は多様であると考
えられる．しかし，住民意向調査（復興庁アンケー
ト）では，70 代以上の復興公営住宅入居者は，2014
年までは他の年齢層とそれほど違わないものの，
2015 年以降は若年層と比較して多いことが示され
ている．また，復興公営住宅への入居希望者は，2012
年以降全ての年で高齢者ほど多いという結果が出て
いる（傾向①）．さらに，応急仮設住宅（プレハブ）
の居住者が将来復興公営住宅の入居を希望する割合
は，他の住居形態の居住者よりも高い（傾向②）．そ
して，復興公営住宅の入居希望地域としては，全年
齢層でいわき市が最も多い（傾向③）．傾向①・②・
③を踏まえると，応急仮設住宅（プレハブ）に住む
多くの高齢者が復興公営住入居を希望しており，そ
の入居と同時にいわき市へ移動している，というこ
とが推測できる．そして，その移動の時期となった
のは 2014 年から 2015 年にかけてである． 
 このように，高齢避難者，住居形態，居住市町村
の関係について，住民意向調査（復興庁アンケート）
の結果及び福島県災害対策本部のデータベースから
分析した．しかし，これは数値上での推測であり，
さらに情報収集が必要である．また，今回明らかに
なったように，2014 年～2015 年が転換期であり，そ
の前後で分けて考察する必要がある．なぜならば，
2014 年以前は郡山からいわきへ盛んに流出してい
るが，2015 年以降も郡山に住みつづける人にとって
は郡山居住の希望もあると思われるからである． 
 
４．帰還 
 震災から 6 年後の 2017 年 4 月より富岡町内の帰
還困難区域を除く地域で避難指示等が解除になり，
住民の日常生活が開始された．このことから，町内
にも公営住宅が建設され，病院・学校などの施設も
整い始めた．しかし，帰還意向のある人（「既に富岡
町で生活している」・「戻りたいと考えている（将来
的な希望も含む）」・「戻りたいが，戻ることができな
い」の回答の合計）は全体の約 3 割であり，とくに
70歳代以上では約4割が帰還意向のある人となって
いる 16）． 
 帰還した住民は，当然町で生活していくことにな
る．しかし，帰還が始まったばかりで職場や産業は
乏しく，店や病院も多くはない．また，作業員など
の流入者は多いにしても，帰還者は極めて少ないの
で，町に戻った場合は震災前と同じような地域社会
の中で生活することは難しい．さらに，後述するよ
うに，賠償金や補償の問題もあり，孤立したり他の
避難者との間に心理的な空間が生まれたりする被災
者も少なくないという．つまり，実際には，「制度上
の帰還」が始まったことが必ずしも全てを解決する
というわけではない．これに関連する話を 11 月の調
査の際に富岡ホテル社長の渡辺さんからしていただ
いた．以下にその内容を記す． 
 富岡ホテル社長の渡辺さんは，震災前は駅前で店
を営んでいたが，震災で家と店は津波に巻き込まれ
てしまった．現在はいわき市で生活をしながら，富
岡町で仕事をしている． 
 渡辺さんは，震災後に避難していた仮設住宅で，
数名の人とホテルを開業する計画を練ったという．
渡辺さんご自身が避難されていた場所とは違う場所
でホテル開業の話し合いが開始されたため，避難生
活を送りながら何度もホテル開業の話し合いの場へ
足を運んだという．そして，帰還開始とともに JR 富
岡駅前に「富岡ホテル」を開業した．そのことにつ
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いて，以下のように話す． 
 
よく，ホテル開業に対して「復興のため」などと言わ
れるが，本当は「復興」という綺麗事ではなく，自分
たちが生きていくためにどうするか考えた結果だっ
た．「町に戻れば，仕事はある」とか言うが，実際に
は年を取ってからできる仕事なんて限られているし，
津波で家はなくなっているし，とにかく生きるため
にできることを探さなければならなかった．そんな
思いで仮設住宅に入居している時に何人かで話し合
ってホテルの計画を立てたのがきっかけです． 
 
 また，富岡で仕事をしながらいわき市に在住して
ことについては，以下のように語る． 
 
「なぜ富岡町に戻らないのですか？」と聞かれるの
が一番苦しい．自分は，もう戻らない決断をして，い
わき市で生活している．いわき市に家族がいて家が
あって…となれば，富岡に帰ることはやはり容易で
ない．でも，ふとした時に思う．「これで本当にいい
だろうか」と．なんて言うんだろう，なんとなく「地
に足が付いていない感じ」がしながら毎日生活して
いる．これは多分富岡町外にいる人はみんな同じで
はないのかな． 
 
 そして，「帰還した町民が増えてきたと感じます
か？」と筆者が質問をしたところ，「あんまりそうは
感じない」という回答であった． 
 このように，制度上は帰還が開始され，アンケー
トの数値上でも帰還者はわずかながら増加傾向にあ
るが，実際には「町に戻ること」自体が困難であり，
また，既に戻るか・戻らないかの決断をした人も葛
藤を感じ続けている場合がある．これは，アンケー
トなどの結果には反映されにくいのではないか．ま
た，異なる立場（職業や居住地など）や価値観によ
って，「帰還」ということに対する思いは多様である．
このことは十分に留意する必要がある． 
 帰還が積極的に進まない要因は様々あると考える
が，次のⅥでは「帰還が開始されるがゆえの問題」
でもある賠償金問題について述べる． 
 
Ⅵ 賠償金と境界線の問題について 
 
 「避難するか帰還するか」や「どこに避難するか」
ということが，かつて同じ町の住民であった人々の
「地域」や「コミュニティー」を様々な形態に分割
してきたことはこれまでに示してきたとおりである．
ところが，住民を分断した要因はほかにもある．そ
れは，町内の「区域分け」である．区域分けについ
ては，Ⅱ-2.で既に述べたが，その区域分けによって
深刻な問題が発生している． 
 原発被災地では，原発からの距離と放射線量の 2
つを基準として，2011 年 9 月と 2012 年 4 月以降（富
岡町は 2013 年 3 月）の 2 回にわたって区域分けが
行われた．そして，その基準には町民の「地域」や
「コミュニティー」などが完全に考慮されたわけで
はなかったので，時間が経ち帰還が始まると同時に
裂かれた「地域」が露呈していくこととなった．そ
の深刻さを助長しているのは賠償金の格差である． 
 賠償金については，第 6 表を参照されたい．原発
関連の賠償金は避難指示の区域ごとに区分がなされ
ている．基本的に，避難指示による避難を経験した
場合には，避難慰謝料（月 10 万円）が支給される．
それに加えて，帰還困難区域に住居がある人につい
ては，700 万円（一括）が加算される．また，表に示
したように，避難慰謝料は，区域ごとに支給される
期間の長さが異なる．原則として帰還が開始された
地域から避難慰謝料の支給が終了になるため，最終
的に受け取る累積額を区域ごとに区別している． 
 このように，まず帰還困難区域とそれ以外の地域，
次に早く避難指示が解除された地域と遅れて解除さ
れた地域，さらには「原発被災市町村」か否かとい
うことなど，様々な区域の境界において賠償金の格
差が生まれている 17）． 
 原発近隣地域では，帰還困難区域か否かという部
分で問題が生じる．このような問題は，特に富岡町
のように同じ町内で区域が分割された場所で複雑化
しやすいのではないか．帰還困難区域の今後につい
 
第 6表 原子力災害の避難慰謝料等 
 
2011 年 4 月～2013 年 3 月 2013 年 3 月～ 解除時期 避難慰謝料 
警戒区域・計画的避難区域 
帰還困難区域   
避難慰謝料 月 10 万＋帰還不能・生活断念加算
700 万 
居住制限区域 
2017 年 4 月 避難慰謝料 月 10 万（ 解除後 1 年まで） 
避難指示解除準備区域 
緊急時避難準備区域   2011 年 9 月 避難慰謝料 月 10 万 （2012 年 8 月末まで） 
注）表作成にあたり，『原発避難白書』（2015 年）を参考にした．2 度目の区域分け時期と解除時期は富岡町のものを示した． 
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ては後で詳しく述べるが，基本的に区域の解除は，
除染作業によって線量が下がった後になる．除染作
業には非常に多くの時間と手間を要することから，
広大な帰還困難区域の作業完了・帰還開始は，まだ
当分先のこととなる．つまり，同じ町内に引かれた
「境界線」を境に，対面する両者が全く異なる未来
を進むこととなってしまう． 
 広野町や南相馬市のような原発被災市町村の外縁
部にあたる地域では，早い段階で帰還がなされ，賠
償の終了時期も早かった．町が再開したからといっ
て必ずしも帰還が促進されるというわけではないこ
とは前に述べたとおりだが，それゆえに早い段階で
の賠償の打ち切りとそれに伴う格差が，避難者同士
や帰還者同士の軋轢を引き起こしている．南相馬市
は南から小高区・原町区・鹿島区の 3 つの地域自治
区で構成される 1 つの市である．しかしながら，小
高区の大半は福島第一原発から 20km 圏内に含まれ，
原町区の大半と鹿島区の一部が 30km 圏内，その他
の鹿島区の大半は 30km 圏外で避難指示等の対象外
エリアであるというように，同じ市の中で場所によ
って避難指示の種類が異なる．実際には，南相馬市
は鹿島区の住民も含む全市民に対して独自の避難指
示を出した経緯があり，30km 圏外の住民に対して
も，避難慰謝料（月 10 万円）が支払われていた．し
かし，30km 圏外の住民に対する避難慰謝料は 2011
年 9 月までで終了し，30km 圏内や 20km 圏内の住民
にはその後も継続して避難慰謝料が支払われた．さ
らに区域間の格差は賠償金のみならず，税金や医療
費の一部，鉄道・高速料金などにも存在し，鹿島区
の住民はこのことに大きな不満を持ったという 18）．
そのような中，小高区や原町区からの避難者も多く
居住している鹿島区の小学校では，小高区から避難
した児童のことを鹿島区の児童が「600 万」と呼ぶ
事案も発生しているという（筆者が 2019 年 2 月に
聞いた南相馬市からの避難者の話による）． 
 「原発被災市町村」ではないいわき市では，いわ
き市民と「原発被災市町村」からの避難者の間での
軋轢が生まれるケースもある（『原発避難白書』，2015
年）．その背景にあるのは，賠償格差に加えて，双葉
郡内から大量の避難者が避難してきたいわき市にと
って，土地不足・地価高騰や物価上昇が起きたこと
もあるのではないかと筆者は考えている．というの
も，2017 年 12 月にいわき市を訪れた際，タクシー
運転手が「土地がなくなった．地価も上がった」と
話していたのを思い出したからである． 
 このような賠償金の格差が被災者の帰還を妨げて
いるということについては，これまで様々な弁護士，
社会学者などが言及している 19）．また，岩崎先生に
よると，「町民の間でお金の話はなるべくしないよう
にしている」という．このように，本来同じ町の町
民同士であった人々が互いの被害の話や将来の話を
しづらくなり，地域の分断はおろか被災者各々が孤
立していくことになりかねない危機的な状態にある
のではないかと考える． 
 
 
 
 
第 14図 帰還困難区域と境界線（2019年 3月） 
注）上の写真は，帰還困難区域の入り口（夜ノ森の桜並木，
第 16図参照）で，バリケードの奥が帰還困難区域．下の
写真は，仮設ガードレールの右側が帰還困難区域． 
 
 富岡町内の夜ノ森付近には，実際に道路を隔てて
帰還困難区域とそうでない地域に分かれている場所
がある（第 14 図）．8 月の調査で，役場の畠山さん
に車で案内してもらうことができた．実際に現地を
訪れると，境界線沿いの居住地には現段階では人が
住んでいるような様子はあまりなく（もちろん所に
よるが），存在するのは両者を分断するバリケードや
仮設ガードレールのみで，区域内外共に様子はほと
んど変わらない．しかし，このような境界線沿いの
地域であっても，賠償金の支払いや補償は規定どお
り行われている．また，8 月の調査で富岡町役場を
訪れた際には，町内在住（と思われる）男性が，役
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場の人に対して「あっちは，700 万円多くもらって
いるんでしょう…」と話しかけている様子を目の当
たりにした． 
 最後に，被災者の賠償金受給に対する外部からの
批判的な目が，町民をさらなる孤立状態に追いやる
こともあるということを述べる．近年，メディアや
ブログなどで，賠償金の最大値を特に強調し，賠償
金のあり方を述べたり，避難指示が解除になってい
るのにもかかわらず避難先で生活している人を批判
したり，さらには原発再稼働の賛否につなげて論じ
るものなどが見られる．しかしながら，ここまで述
べてきたように，実際の被災者の避難は多様なもの
であり，賠償金の受給額や補償についてもまた多様
なものである．そして，本来問題にすべきは，賠償
の有無やその額の大小以前に，被災地の「地域」が
分断されることや，それによって被災者の孤立が進
むことである．したがって，賠償金や補償について
論じる際は，まずこの地域の分断や被災者の孤立の
構造を理解した上で，境界線の問題を無視せずに論
じる必要がある． 
 
Ⅶ 現在の富岡町と復興へ向けて 
 
 Ⅶでは，筆者が 8 月と 11 月の 2 回の調査時に徒
歩で観察した富岡町の様子を踏まえながら，現在の
町内（第 15 図）についてエリアごとに述べる．その
際，1.帰還困難区域，2. JR 富岡駅周辺，3.曲田（まが
りた）・栄町住宅と「さくらモール富岡」，4.中央商店
街地区，5.役場周辺地区，6.沿岸地域の 6 つのエリア
に分ける． 
 
１．帰還困難区域 
 富岡町では，2017 年 4 月に帰還困難区域を除き，
避難指示区域設定が解除された．現在富岡町内に残
る帰還困難区域は町の北東の一部であり，面積とし
ては町全体の約 12%，町民の約 30%が生活していた
地域である 20）．その中には，町の北部の中心市街地
である「夜ノ森」地区や，海岸エリアが含まれ，富
岡町の文化的な財産である「夜ノ森の桜並木」（第 16
図）や JR 常磐線夜ノ森駅構内のツツジなども存在
する．特に夜ノ森の桜並木は，県内有数の桜の名所
であり，震災前には県内外から多くの観光客が訪れ
る場所であった．なお，夜ノ森の桜並木で毎年行わ
れていた「桜祭り」は 2018 年 4 月に 8 年ぶりに復活
し，さらに，長さ 2.2km の桜並木のうち，現在立ち
入ることのできる 300m の間ではライトアップのイ
ベントも行われた．そして，2019 年 4 月 6 日・7 日
に行われる桜祭りでは，帰還困難区域内についても
バスによる観桜が可能になる計画がある．この計画
では，定員 40 人のシャトルバス 10 台を運行し，桜
並木の延長 2.1km を約 20 分かけて一筆書きで巡る
とされている．桜並木のほとんどが未だ帰還困難区
 
 
第 15図 富岡町の地図 
注）地理院地図に筆者が加筆． 
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域内であるが，町によると事前の申請無しに立ち入
れる特例が認められるよう国と調整しているとのこ
とである．加えて，避難先からもこのイベントに参
加できるよう，郡山市，いわき市，南相馬市，福島
市，三春町，大玉村からそれぞれ夜ノ森の桜並木に
向かうバスの運行も予定されている 21）． 
 帰還困難区域の住民の帰還意向は，富岡町内の他
地域に比べると低く，年齢層が上がるほど高く，と
くに 70 歳以上で最も高い 22）．ちなみに帰還困難区
域内に住居のある岩崎先生は，現在は平日を富岡町
内で過ごし，休日に郡山市内の家族が住む家に帰る
という．将来的には家族で富岡に戻りたいという思
いもあるようだが，その際には「（除染の完了を待つ
ことになるので）帰還困難区域の家に帰るのは無理
でしょう」と話していた．除染は，国道 6 号線の西
側から重点的に行われ，特に帰還困難区域とそうで
ない地域との境界にあたる部分を先行的に行う「先
行除染」により，夜ノ森周辺地区では現在も除染作
業が行われている．一方の国道 6 号線より東側の地
域は，除染の完了まであと約 30 年かかるとも言わ
れている． 
 また，原則として帰還困難区域に自由に立ち入る
ことはできないが，国道 6 号線を自動車で通過する
ときのみ一般の通行が認められる．そのため富岡駅
から浪江駅まで JR の代行バスに乗車をすると，区
域内をバスで通過することになる．その車窓からは，
未だ震災時のまま放置された商業施設や家屋などを
目にすることとなり，帰還困難区域という広大な敷
地内を今後再生させていくことの難しさを感じる．
例えば，歩行者が通行できないので歩道部分には雑
草が生い茂っている．また，道路に面する住宅や店
舗の入り口には必ず金属の柵などが立てられ，完全
に立ち入れないようになっている．なお，バスから
の写真撮影はしていない 23）． 
 JR 常磐線開通時の帰還困難区域内にある夜ノ森
駅の扱いは未だに明らかにされていない．ただし，
震災前から東側（帰還困難区域側）に駅舎が建って
おり，東側にしか出られなかった構造は，自由通路
を建設して西側にも出られる構造にするようである
(第 16 図)．この工事に先立ち，2019 年 1 月 22 日か
ら既存の夜ノ森駅舎の解体工事が始まった 24）． 
 こうした帰還困難区域に対して，富岡町は 2017 年
12 月に「富岡町帰還困難区域再生構想」を公表し，
町の完全な再生に向けての方向性を示した．とくに
帰還困難区域を 4 つのゾーンに分けて，それぞれの
ゾーンでは，「森林再生」，「人と桜の共生」，「沿道型
商業活性化」，「農用地活用」という，地区の特色を
活かした復興が目指されている（富岡町，『富岡町帰
還困難区域再生構想』，2017 年，pp.22-23 参照）． 
 
  
       a.東西自由通路及び橋上駅舎新設工事の地図             b.西側から撮影した夜ノ森駅（2018 年 11 月） 
第 16図  夜ノ森駅の整備計画 
注）a は地理院地図に筆者が加筆，b は筆者が撮影・加筆． 
注）工事については，JR 東日本水戸支社のニュースリリース 2019 年 2 月 15 日（http://www.jrmito.com/press/190215/press_03.pdf）を
参照．避難指示が解除された区域と帰還困難区域の境界線（地図中の点線）や「夜ノ森の桜並木」は富岡町HP（https://www.tomioka-
town.jp/mobile/saigai_fukko/josentaisakujoho/1634.html）を参照． 
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２．JR富岡駅周辺 
 JR 富岡駅は低地にあることから津波の被害に遭
い，駅舎を失った．同時に，線路より東側（海側）
の地区と駅前の地区でも津波の被害に遭い，数多く
の家屋・店舗などが駅舎同様に破壊された．ちなみ
に富岡町内の津波浸水エリアはこの地域のみであり，
高台にある役場や教育委員会などの施設は津波に関
しては無事だった． 
 駅を出てすぐの場所には大きなロータリーと駐車
場が広がっている．町内循環バスや JR 代行バスは
ここから発着するほか，原発へ向かう業務用（視察
用？）の大型バスもここから出発しているようであ
る．震災前は駅前にも家屋や店舗があったようだが，
現在駅前はロータリーとなっていてそのようなもの
はない．その代わりに，駅舎の中に「さくらステー
ションKINONE」（第 17 図）というコンビニ兼軽食
堂が新たにオープンしている．これは，富岡町内の
数少ない飲食店の 1 つで，昼休みの時間などは，除
染や工事関係者などが休憩に来ている様子だった． 
 
 
第 17図 さくらステーションKINONE（2018 年 8 月） 
 
 
第 18図 富岡駅北西の区画整理地（2018 年 8 月） 
 
 町役場の畠山さんによると，元々駅前地域は震災
前から再開発の予定があり，駅の北西側でその事業
が始まっていたという．確かに実際に行ってみると，
駅の北西側では，道路がまっすぐに通っている様子
が分かる（第 18 図）．ただし津波浸水区域であるた
め，震災前の建物はほとんど存在しない．かといっ
て震災後に新たに建設された建物もまばらで，現在
もほとんどが更地である．今後この地区では，帰還
した町民や町の就業者，作業員等のための居住空間
が整備される予定となっている．また，駅ロータリ
ー周辺では，複合ビルやオフィスなどが整備されて
いく予定となっていて，その中には，震災アーカイ
ブ施設の整備も含まれている 25）． 
 
３．曲田・栄町住宅と「さくらモールとみおか」 
 2017 年 3 月，Ⅶ-2.で述べた駅北西部（第 19 図）
の再開発地域の西側の一角に当たる曲田地区第 20
図）と栄町地区（第 21 図）に集合型の災害公営住宅
が建設された．町によれば，これらの公営住宅は第
1 期と第 2 期に分けて建設され，戸建と 2～3 階建て
の共同住宅の合計 154 戸が建設されている．入居の
対象となるのは，自宅が津波で被災したり家屋を解
体したりした人や，自宅が帰還困難区域にある人で
ある 26）．また，曲田地区内には，町営のとみおか診
療所も開業し，8 月に筆者が訪れた際は，放射線被
曝量の測定が行われていた．そのほかに，隣接する
敷地には町で唯一の大型商業施設である「さくらモ
ールとみおか」が開業している． 
 
 
第 19図 JR富岡駅周辺 
注）地理院地図に筆者が加筆． 
 
 「さくらモールとみおか」（第 22 図）は，2017 年
3 月 30 日に全面開業した複合型商業施設である．こ
の施設は，元々この地にあった商業施設を震災後に
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富岡町が買い取り，一部改造したのちに再開業させ
たものである．テナントはスーパーヨークベニマル
とツルハドラッグ，ホームセンターダイユーエイト
のほか，フードコートには地元の飲食店が 3 店舗出
店している． 
 原発被災市町村では，浪江町や楢葉町のように，
多くが仮設の商店街を設置し，飲食店などの営業を
行うパターン（第 22 図）が多かったが，富岡町では
大型のスーパーや複数の飲食店を組み込んだ複合型
商業施設を設置したということで，双葉郡内でも異
例となった．これについて富岡町の宮本町長は，「（8
町村の）双葉郡全域の復旧・復興を大きく後押しす
ると確信している」とコメントしている 27）．実際開
業後の来店者数は増加傾向にあり，2018 年時点でそ
の人数は累計で 100 万人を超えるなど，町の目論見
どおりこの施設には高い需要が見られる．その需要
は，帰還した町民のみならず，除染や工事の作業員
にも多い．特に筆者が 8 月に訪れた際は平日の昼だ
ったこともあり，フードコートはほぼ満席状態にな
る程，非常に多くの工事関係者で賑わっていた．ま
た 11 月の調査の際には，子供連れの家族なども多く
買い物に来ている印象だった． 
 町の土地利用案によれば，この付近，すなわちⅦ
-2.とⅦ-3.で述べた地区は「市街地復興先行ゾーン」
と位置づけられ，商業エリア（さくらモール周辺）・
情報エリア・住居エリア（駅北西部など）・公共施設
エリア（曲田団地）・医療福祉エリア・駅前エリア（ロ
ータリー周辺）の 6 エリアをそれぞれ帰還者や就業
者，居住者の生活拠点にするために，町内の他地域
より先行的に整備する方針が示されている 28）． 
 
４．中央商店街地区 
 Ⅶ-4.で述べた地区が次第に発展しつつあるのに
対し，国道 6 号線より西側の地域（第 23 図）は，現
在はあまりひと気のない様子だった（第 24 図）．駅
から続く道路を西に進み，国道 6 号線を渡った先か
ら約 500～600m の間には，かつて商店が立ち並ぶ地
区があった．岩崎先生によれば，この中央商店街が
震災前は最も賑やかな場所であったという．ところ
が，現在は数軒の廃屋があるのみで，道路両脇には
更地が目立つ．この地域は津波による被害こそ受け
ていないが，地震時の揺れや，その後長期間に渡っ
  
             第 20図 曲田住宅（2018 年 8 月）                      第 21図 栄町住宅（2018 年 8 月） 
  
第 22図 「さくらモールとみおか」（2018 年 8 月）と「まち・なみ・まるしえ」（2018 年 8 月） 
注）左は「さくらモールとみおか」．右は浪江町の仮設商店街の様子で，喫茶店やB 級グルメ「浪江焼きそば」，コンビニなどの店
舗などが立ち並んでいる． 
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て手が加えられなかったことにより建物が劣化し，
結局取り壊すこととなっている．ゆえに，道路両脇
には更地が広がっている．現在残っている建物は，
劣化が激しく，人や車の通行にも危険を及ぼす可能
性があるような様子だった（第 24 図）．これらも将
来的には，取り壊される予定となっている． 
 
 
第 23図  中央商店街地区 
注）地理院地図に筆者が加筆． 
 
 
 
第 24図 中央商店街の様子（2018 年 8 月） 
注）上はひと気のない様子，下は瓦礫が残っている様子． 
 
５．役場周辺地区 
 富岡町役場周辺地区（第 25 図）は，町の中央部に
位置し，富岡地区と夜ノ森地区の中間点にあたるこ
とから，富岡地区の先行的な復興と夜ノ森地区の今
後の復興を繋ぐ役割を果たすという意味で，「市街地
連係ゾーン」と位置づけられている．その一環とし
て，役場周辺には様々な公営施設が立地している． 
 まず役場に隣接する敷地内には，教育・文化振興
施設である文化交流センター「学びの森」があり，
その館内には町営図書館が 2018 年 4 月に再開した
29）．11 月の調査の際には，「学びの森」内のホールで
原子力関連の学会が開かれ，多くの人々が出入りし
ていた．また，このホールでは演劇などの地域のイ
ベントも催されるようである．そして，役場前には
2018年4月に新たに「ふたば医療センター附属病院」
が開設された．この病院は現在町内唯一の救急病院
であり，畠山さんによると，病院開設前は救急対応
の病院がなかったため，救急の場合にはドクターヘ
リで遠方に運ばなければならなかったという．ゆえ
に，この病院が整備されることは，復興・帰還を促
進するものと考えられる．その他には，ふたば医療
センター附属病院の隣に，福島第一原発の廃炉に向
けた研究拠点として，日本原子力研究開発機構
（JAEA）の廃炉国際共同研究センタ 「ー国際共同研
究棟」が 2017 年 4 月に開所した． 
 
 
第 25図 役場周辺地区 
注）地理院地図に筆者が加筆． 
 
６．沿岸地域 
 富岡町の帰還困難区域は町の北東部にあるため，
現在富岡町内の沿岸地域のうち一般人が立ち入るこ
とのできるのは南側のみである．とはいえ，沿岸部
－102－ 
 
は津波による被害を受けているので，現在も大部分
で堤防建設工事などが続いており，立ち入るのは容
易ではない．ゆえに 8 月の調査の際は，JR 常磐線よ
り東側に立ち入ることは断念したが，11 月の調査で
は可能な範囲で沿岸部に徒歩で向かうことができた
（第 26 図）．というのも，8 月の調査の際に吉田先
生から，かつての常磐線の車窓から海が見えていた
ことについての話を聞いており，常磐線の東側地域
にも一度足を運んでみたいと考えていたからである． 
 
 
第 26図 富岡町沿岸部（2018 年 11 月） 
注）津波対策を兼ねて復旧が進む富岡漁港． 
 
 吉田先生への聞き取りの際，筆者自身が鉄道の旅
が好きであること，また浜通りに頻繁に足を運んで
いた幼少期に常磐線の車窓を眺めることが好きであ
ったことなどを先生に話した．すると，富岡駅付近
の車窓について，吉田先生は以下のように語った． 
 
常磐線の富岡駅の手前で（上り方面）電車がカーブす
るとき，車窓の右からも左からも海が見える．これは，
珍しくて，日本で他探してもこういうところはあん
まり無いんじゃないかな． 
 
 確かに常磐線で仙台方面から来ると，列車はまず
左にカーブし（この時点で海に向かってほぼ直行す
る向きになる），次に再度右にカーブし，富岡駅に入
線する．短距離の間にこれらの大きなカーブを曲が
るため，その途中で海が左右両方の車窓から見える．
地図では，常磐線は富岡駅付近のみで急激に海に近
づき，それ以外の場所では比較的内陸を通っている．
吉田先生によると，この不自然な線路については，
昔常磐線を開通させる際に土地の所有者が反対した
ため，線路を迂回させたのだという．2020 年 3 月に
常磐線が再開した際には，再びこの車窓の風景を見
ることができるようになるだろう． 
 
Ⅷ おわりに 
 
 本報告では，原発被災市町村の中でも双葉郡富岡
町を例に挙げ，避難と帰還の動向を考察した．現地
での聞き取りでは，特に町立小・中学校の移転・再
開という視点から町民避難について考えた．結果と
して，小・中学校の再開と今後の帰還は，小規模な
がら関係がありそうなこと，そして富岡町からの避
難者は中通りの郡山市と浜通りのいわき市に多いこ
とが分かってきた． 
 また住民意向調査（復興庁アンケート）の結果を
分析すると，震災後時間が経過するにつれて郡山市
からいわき市へ避難先を移す避難者が多いと推測さ
れること，そして郡山市の方に応急仮設住宅で暮ら
す避難者や高齢者の避難者が多いことが分かってき
た．郡山といわきという 2 つの都市は，異なる地理
的位置にあり，気候も文化も気質も違う．今後は，
この 2 つの都市を可能な限り比較することで，2 都
市と富岡町の地域的な関係を捉えることができるの
ではないか． 
 2 回の現地調査を行ったが，この 2 回のわずかの
間にも，町の様々な部分が変化していた．例えば，
8 月の調査の際は，町には作業員や工事関係者が多
く，若い人の姿はあまり見受けられなかった．現に
役場の畠山さんと車に乗っている時，たまたま町を
歩く子供ずれの母親を見て，畠山さんは「ああいう
の見ると嬉しくなりますよね」と言っていた．とこ
ろが，11 月の調査の時，夕方「さくらモール」に立
ち寄ったら，子供づれの家族が何組か買い物に来て
いる様子を見た．そして，このような町の変化はこ
れからも続くものと考えられる．2020 年 3 月には常
磐線全線開通が予定され，富岡町から北へ行くこと
が容易になる．また，2019 年 3 月 8 日からは「福島
イノベーションコースト構想」の一環として，郡山
市・富岡町間を結ぶ路線バスの運行が開始された 30）．
これにより，郡山と富岡の関係性は次第に変化して
いくだろう． 
 このように日々変化し続ける町を調査するにあた
り，できる限り長期的な調査をする必要があるため，
今後も継続して町の観察や聞き取りを実施していき
たい．そして，帰還した人にも聞き取りをしたり，
自分でアンケートを実施したりして，核心に迫る必
要がある． 
 そして何より，被災地に 1 日でも早く穏やかな
日々が訪れることを願いたい． 
（首都大学東京 学生） 
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注 
 
1）2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分に発生したM.9.0，最大震
度 7 の巨大地震．震源は，宮城県牡鹿半島の沖約 130km
（北緯 38 度 06.2 分・東経 142 度 51.6 分）で，震源の深
さは 24km．地震そのものを指すときは「東北地方太平
洋沖地震」と呼ばれ，災害を指すときは「東日本大震災」
と呼ばれる（気象庁 https://www.data.jma.go.jp/svd/eqev/d
ata/2011_03_11_tohoku/index.html）． 
2）福島県は，1876 年まで若松県（現在の会津）・磐前県（現
在の浜通り）・福島県（現在の中通り）に分かれていた． 
3）常磐炭田の南限には東京電力東海第一・第二原子力発
電所，北限には福島第一・第二原子力発電所が置かれた
と言われている． 
4）浜通りには，2 つの原発の他，広野町に「広野火力発電
所」，南相馬市原町区に「原町火力発電所」があるが，
「浜通り北部」である相馬地域の原町火力発電所のみが
東北電力の管轄であり，その他の「浜通り南部」の電力
施設は全て東京電力の管轄である． 
5）1879 年に楢葉郡成立． 
6）高野（2016）の説明を次に示す．中世に標葉氏が北の相
馬氏に滅ぼされ，結果相馬の領地が南側に張り出す形に
なった．その際に相馬氏領の南限になったのが富岡町夜
ノ森であったとされることを踏まえると，歴史の中で双
葉地域の夜ノ森以北と相馬地域が結びついていた．また
相馬氏の伝統的行事である「相馬野馬追」は，夜ノ森以
北が対象範囲になる． 
7）原発被災市町村のうち楢葉町・富岡町・大熊町・双葉
町・浪江町と飯舘村の 6 自治体は全域避難が実施された． 
8）大熊町では，2019 年 4 月より「居住制限区域」と「避
難指示解除準備区域」が解除されることから，役場を町
内に戻すことになっているが，新庁舎は震災前の役場と
は別の位置に建設する（朝日新聞 2019 年 2 月 20 日）． 
9）「とみおか議会だより」176 号，2013 年 10 月，p.19． 
10）なお，より海に近い位置にある富岡第一小学校は隣接
する中学校のテニスコートのすぐ下まで津波が押し寄
せたが，こちらも校舎は無事であった． 
11）県立富岡高校 HP（http://www.tomioka-h.fks.ed.jp/05%2
0menu/01%20tomikou/index.html）による． 
12）サッカー・ゴルフ・バドミントンの日本を代表する選
手を公立中高連携で育成していく教育が特色であった． 
13）復興庁HP は，http://www.reconstruction.go.jp/topics/mai
n-cat1/sub-cat1-4/ikoucyousa/index.html 
14）「8 人以上で住んでいる」は 8 人，「無回答」は 1 人が
それぞれ住んでいるとして便宜的に計算した． 
15）福島県災害対策本部のデータベースは次の福島県 HP
内に掲載されている．https://www.pref.fukushima.lg.jp/site
/portal/ps-nyuukyojoukyou.html 
16）「富岡町民意向調査」（2017 年実施）による． 
17）小海（2015）による． 
18）小海（2015）による． 
19）除本（2015）による． 
20）富岡町役場での聞き取り時に畠山さんから頂いた視察
者用に富岡町を紹介した紙媒体資料を参考にした． 
21）福島民友 2019 年 2 月 7 日（http://www.minyu-net.com/
news/news/FM20190207-349008.php）． 
22）富岡町,『富岡町帰還困難区域再生構想』(2017), p.122. 
23）「車内の撮影は他の乗客の迷惑となるため禁止，車窓
については，周りに迷惑をかけないように」とのことだ
った．被災者の利用もあるので，今回は困難区域内の撮
影を自粛した． 
24）朝日新聞 2019 年 1 月 11 日（https://www.asahi.com/arti
cles/ASM196T12M19UGTB00G.html）． 
25）2015 年に富岡町が公表した『富岡町災害復興計画（第
二次）』による． 
26）福島民友 2017 年 1 月 20 日（http://www.minyu-net.com
/news/sinsai/news/FM20170120-142916.php）． 
27）日本経済新聞 2017 年 3 月 31 日（https://www.nikkei.co
m/article/DGXLZO14722560Q7A330C1L01000/）． 
28）2015 年に富岡町が公表した『富岡町災害復興計画（第
二次）』による． 
29）富岡町文化交流センター「学びの森」HP（http://www.
manamori.jp/posts/news8.html）による． 
30）福島イノベーションコースト構想HP（https://www.fip
o.or.jp/）による． 
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